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早期退職・転職支援制度の導入について 

 

日立電線株式会社は、2012年10月1日公表の「早期退職・転職支援制度導入の労働組合への申し入れについ

て」においてお知らせした早期退職・転職支援制度の導入について、労働組合との協議の結果、下記のとお

り実施することで合意に至りましたので、お知らせいたします。 

 

１．早期退職・転職支援制度を導入する理由 

   当社は、中期経営計画のもと、業績回復に向けてさまざまな事業構造改革施策や業績改善施策に取り

組んでおります。その一環として、昨年度に早期退職・転職支援制度を導入したほか、社外への転籍、

派遣社員の雇い止め等を行い、約 1,600 人の国内人員の削減を実施しました。しかしながら、半導体・

エレクトロニクス分野の一層の低迷、歴史的円高の定着、国内電力料金値上げ等、経営環境の変化に対

応するため、さらなる人員の適正化が必要と判断したものです。 
 

２．早期退職・転職支援制度の概要 

（１）募集人員： 約 600 人 

（２）対 象 者： 35 歳以上の当社及び国内連結子会社の社員 

（３）募集期間： 2012 年 12 月 1 日から 2013 年 1 月 31 日まで 

（４）退 職 日： 2013 年 1 月 20 日から 2013 年 2 月 20 日まで 

（５）優遇措置： 通常の退職金に加えて早期退職に伴う加算金を支給します。 

また、希望者に対して、外部の転職支援会社による再就職支援を行います。 
 

３．今後の見通し 

   本施策に伴い発生する費用は、連結で約 60 億円と見込んでおりますが、これは 2012 年 10 月 29 日

公表の「第 2 四半期連結累計期間の業績予想と実績値との差異及び通期業績予想の修正、並びに配当予

想に関するお知らせ」においてお知らせした平成 25 年 3 月期（2012 年度）通期業績に織り込んだ特別

損失額の範囲内であります。なお、平成 25 年 3 月期に計上する特別損失の金額及び平成 25 年 3 月期以

降の業績に与える影響については、今後、本制度への応募の状況等を踏まえて精査してまいります。 
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